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は   じ   め   に 

 

 令和５年度の我が国経済は、コロナ禍の３年間を乗り越え、30年ぶりとなる高水準の賃上

げや企業の高い投資意欲など、経済には前向きな動きが見られ、景気は緩やかに回復しまし

た。 

 当県も同様に、コロナ禍を乗り越え経済に前向きな動きが見られ、県内経済は緩やかに回

復しました。 

 

 このような経済状況の中、令和５年度の県税収入決算額は、対前年度で約 55 億円の増  

（+2.1％）の 2,641億円となり、前年度決算額を上回る結果となりました。 

 主な要因を税目別にみると、個人県民税については、株式市況の好調等を背景に、対前年

度で約 28 億円の増（＋3.7％）となりました。地方消費税については、物価高騰の影響によ

る国内消費に係る譲渡割が増収したこと等により、対前年度で約 20 億円の増（＋3.6％）と

なりました。法人事業税については、製造業において減収している業種がみられるものの、

非製造業の企業収益の好調を背景に、対前年度で約６億円の増（＋1.0％）となりました。 

 

 県税の徴収率については、物価上昇等の影響により納税環境に厳しさが見られる中で、納

税者の皆様の納税意識の向上と税務職員の努力などにより、全体で前年度と同率の 98.5％と

なりました。税目別にみると、個人事業税は 0.5 ポイント悪化したものの、個人県民税（均

等割・所得割）や自動車税（種別割）は前年度と同率を維持しました。 

 

 当県では、社会保障関係経費は高齢化の進展などにより増加を続ける見込みであるほか、

公債費についても増加が続く見込みであり、さらに政策金利の引き上げに伴う県債の借入れ

金利の上昇による増加も懸念されます。また、こうした構造的な歳出増がある中であっても

県民の安全・安心の確保や未来づくりに向けた政策課題には着実に対応しなければならない

など、県財政を取り巻く環境は、非常に厳しい状況となっております。 

 今後とも、これまでの取組みの成果を踏まえて、県税収入未済額のうち特に大きな割合を

占める個人県民税（均等割・所得割）及び自動車税（種別割）の徴収対策を重点的に実施す

るとともに、デジタル技術を活用した納税環境整備や賦課徴収事務の合理化を図るなど、歳

入確保に向けて着実に取り組みたいと考えております。 

 

 本書は、令和５年度の地方税制改正概要、県税の課税状況及び決算状況等各種資料を収録

したものです。関係各位には、本書を県税に対する理解の一助として、また、今後の税務行

政運営上の参考資料として活用していただければ幸いに存じます。 

 

  令和７年３月 

 

                                              岐阜県総務部税務課長  早崎 辰仁 
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